
 

News Release 
 

 

独立行政法人中小企業基盤整備機構（理事長：宮川正 本部：東京都港区）（以下、「中小機構」

という。）は、政府が掲げる 2050 年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を後押ししていく

ため、2月 24日（火曜）に省エネに関する情報提供や活動の啓発、省エネ診断等の事業を通じて

カーボンニュートラルを支援する、一般財団法人省エネルギーセンター（会長：海輪誠 所在地：

東京都港区）と連携協定を締結しました。今回の連携協定を機に、省エネや CO2 排出量削減、脱

炭素経営に取り組む中小企業等への支援において、専門家による相談助言や各種診断、情報提供

等での連携強化を図り、施策の相互活用を全国で促進してまいります。 

 

1.主な連携内容 

中小企業者等に対する 

(1)省エネルギーに係る活動の推進 

(2)カーボンニュートラルに係る活動の推進 

(3)その他、両者が必要と認める事業 

 

 

 

 

 

 

 

＜独立行政法人中小企業基盤整備機構（中小機構）＞ 

中小機構は、事業の自律的発展や継続を目指す中小企業・小規模事業者・スタートアップのイノベーシ

ョンや地域経済の活性化を促進し、我が国経済の発展に貢献することを目的とする政策実施機関です。経

営環境の変化に対応し持続的成長を目指す中小企業等の経営課題の解決に向け、直接的な伴走型支援、人

材の育成、共済制度の運営、資金面での各種支援やビジネスチャンスの提供を行うとともに、関係する中

小企業支援機関の支援力の向上に協力します。 

 

 

 

中小機構と一般財団法人省エネルギーセンターが連携協定を締結 

～中小企業の省エネ・カーボンニュートラルの取組み支援を強化～ 

2026 年 2月 24 日 

独立行政法人中小企業基盤整備機構 

一般財団法人省エネルギーセンター 

 

締結式の様子 

中小機構 宮川正理事長（左） 

一般財団法人省エネルギーセンター 海輪誠会長（右） 



＜一般財団法人省エネルギーセンター（省エネセンター）＞ 

省エネセンターは主に、省エネに向けた活動の支援、省エネ・カーボンニュートラル関連の情報提供、

エネルギー管理人材の育成、カーボンニュートラルに向けたソリューションの提供、省エネ関連国際協力

の推進、国家資格「エネルギー管理士」試験等を実施し、産業、民生、運輸部門の省エネルギー対策の中

核的推進機関として様々な支援活動を全国で行っています。 

 

＜本件に関する問い合わせ先＞ 

独立行政法人中小企業基盤整備機構 経営支援部企業支援課（担当者：瀧口、北島、山根） 

東京都港区虎ノ門 3丁目 5番 1号 虎ノ門 37森ビル 電話：03－5470-1564（ダイヤルイン） 

  

 一般財団法人省エネルギーセンター 経営管理本部 

 東京都港区芝浦 2丁目 11番 5号 五十嵐ビルディング 電話：03-5439-9710 


